
宮城県監査委員告示第８号

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１９９条第１項，第２項及び第４項の規定により

平成２３年７月から８月までに実施した一般会計及び特別会計に係る定期監査等の結果は次の

とおりです。

平成２３年９月２７日

宮城県監査委員 内 海 太

宮城県監査委員 佐 々 木 敏 克

宮城県監査委員 遊 佐 勘左衛門

宮城県監査委員 工 藤 鏡 子

１ 監査実施機関及び監査実施年月日

監査実施機関 監査実施日

○総務部

本庁

秘書課 ７月２６日

人事課・行政管理室 ７月２８日

行政経営推進課 ７月２６日

職員厚生課 ７月２６日

私学文書課・県政情報公開室 ８月 ２日

広報課 ７月２７日

財政課 ７月２６日

税務課・地方税徴収対策室 ７月２６日

市町村課（選挙管理委員会事務局を含む） ７月２９日

管財課・財産利用推進室 ７月２６日

危機対策課 ７月２９日

消防課（防災ヘリコプター管理事務所を含む） ７月２７日

○企画部

本庁

企画総務課 ７月２９日

政策課 ７月２２日

地域振興課 ７月２７日



総合交通対策課 ７月２８日

統計課 ７月２７日

情報政策課・情報産業振興室 ７月２６日

情報システム課 ７月２９日

○環境生活部

本庁

環境生活総務課 ８月 １日

環境政策課 ８月 １日

環境対策課・原子力安全対策室 ７月２８日

自然保護課 ７月２６日

食と暮らしの安全推進課 ７月２６日

資源循環推進課 ７月２６日

廃棄物対策課・竹の内産廃処分場対策室 ７月２６日

消費生活・文化課 ７月２７日

共同参画社会推進課 ７月２８日

○保健福祉部

本庁

保健福祉総務課 ７月２９日

社会福祉課 ７月２９日

医療整備課 ７月２２日

長寿社会政策課・ねんりんピック推進室 ７月２２日

健康推進課・疾病・感染症対策室 ７月２２日

子育て支援課 ７月２２日

障害福祉課 ７月２２日

薬務課 ７月２２日

国保医療課 ７月２２日

地方機関

拓桃医療療育センター ７月２７日

○経済商工観光部

本庁



経済商工観光総務課・富県宮城推進室 ７月２２日

新産業振興課・自動車産業振興室 ７月２２日

産業立地推進課 ７月２８日

商工経営支援課 ７月２２日

産業人材対策課 ７月２９日

雇用対策課 ７月２９日

観光課 ７月２６日

国際経済・交流課・海外ビジネス支援室 ７月２９日

地方機関

計量検定所 ７月２８日

大崎高等技術専門校 ７月２６日

○農林水産部

本庁

農林水産総務課・農林水産政策室 ７月２９日

農林水産経営支援課 ７月２２日

食産業振興課 ７月２９日

農業振興課 ７月２９日

農産園芸環境課 ７月２９日

畜産課 ７月２９日

農村振興課 ７月２９日

農村整備課 ７月２９日

林業振興課 ７月２２日

森林整備課 ７月２９日

水産業振興課

月２９日（宮城海区漁業調整委員会事務局，内水面漁場管理委員会事務局を含む） ７

水産業基盤整備課 ７月２２日

○土木部

本庁

土木総務課 ７月２９日

事業管理課 ８月 ５日



用地課（収用委員会事務局を含む） ８月 ５日

道路課 ８月 ２日

河川課 ７月２２日

防災砂防課 ８月 ４日

港湾課 ８月 ３日

空港臨空地域課 ８月 ５日

都市計画課 ７月２２日

下水道課 ８月 ４日

建築宅地課・建築安全推進室 ８月 ２日

住宅課 ７月２２日

営繕課 ８月 ５日

設備課 ８月 ５日

○出納局

本庁

会計課 ７月２６日

契約課 ７月２２日

検査課 ７月２２日

○議会事務局 ８月 ３日

○教育庁

本庁

総務課・教育企画室 ７月２９日

福利課 ７月２９日

教職員課 ７月２２日

義務教育課・特別支援教育室 ７月２２日

高校教育課 ８月 ４日

施設整備課 ７月２９日

スポーツ健康課 ７月２２日

生涯学習課 ７月２８日

文化財保護課 ７月２９日

地方機関



図書館 ７月２８日

視覚支援学校 ７月１２日

西多賀援支援学校 ７月２７日

支援学校小牛田高等学園 ７月２６日

○警察本部 ８月１７日，１８日

○人事委員会事務局 ８月 ４日

○監査委員事務局 ８月 ４日

○労働委員会事務局 ８月 ３日

２ 監査結果

平成２２年度の財務に関する事務の執行の事実が地方自治法第２条第１４項及び第１５項

の規定の趣旨に沿って行われているかについて，特に意を用いて行いました。

その結果，公表すべき指摘事項は下記のとおりであり，その他の軽易な事項については関

係機関に注意をしました。

なお，宮城県警察の監査については，犯罪捜査報償費の執行状況を重点として実施しまし

た。

（１）税務課・地方税徴収対策室

県税において，収入未済があったので，県税事務所に対する収納促進の指導徹底と適切

な債権管理を図られたい。

（内容）

・Ｈ２２年度収入未済額

現年度分 ３，２７９，８３５，７５６円

過年度分 ６，０９１，９５４，１９９円

合 計 ９，３７１，７８９，９５５円

・Ｈ２１年度収入未済額

現年度分 ３，０６７，５８０，１１６円

過年度分 ５，７００，９９４，５８１円

合 計 ８，７６８，５７４，６９７円

（２）廃棄物対策課・竹の内産廃処分場対策室

特別納付金（産業廃棄物最終処分場の行政代執行に係る費用）において，債務者に対し

て納付命令しているものの，納付されてない状況にあるので，収納促進と適切な債権管理

を図られたい。

（内容）

・Ｈ２２年度収入未済額

現年度分 ２６，１６１，０６８円



過年度分 ４９３，９５４，９５６円

合 計 ５２０，１１６，０２４円

・Ｈ２１年度収入未済額

現年度分 ３３０，０１７，６１２円

過年度分 １６３，９３７，３４４円

合 計 ４９３，９５４，９５６円

（３）子育て支援課

母子寡婦福祉資金貸付金償還金及び児童保護費において，収入未済があったので，保健

福祉事務所，児童相談所に対する収納促進の指導徹底と適切な債権管理を図られたい。

（内容）

○母子寡婦福祉資金貸付金償還金

・Ｈ２２年度収入未済額

現年度分 ２０，８４３，０７５円

過年度分 ６６，５５４，３６７円

合 計 ８７，３９７，４４２円

・Ｈ２１年度収入未済額

現年度分 １６，７０９，４６４円

過年度分 ５７，５４１，９８７円

合 計 ７４，２５１，４５１円

○児童保護費

・Ｈ２２年度収入未済額

現年度分 ３，３８４，６４０円

過年度分 １４，１５７，７２３円

合 計 １７，５４２，３６３円

・Ｈ２１年度収入未済額

現年度分 ３，９８０，７６０円

過年度分 １３，２５３，２３３円

合 計 １７，２３３，９９３円

（４）障害福祉課

児童福祉費（扶養保険費 ，社会福祉費（第二啓佑学園 ，児童福祉費（啓佑学園）及び） ）

雑入（扶養保険扶助費）において，収入未済があったので，収納促進と適切な債権管理を

図られたい。

（内容）

○児童福祉費（扶養保険費）

・Ｈ２２年度収入未済額

現年度分 １，６３１，５１０円

過年度分 １１，４３４，８７０円

合 計 １３，０６６，３８０円



・Ｈ２１年度収入未済額

現年度分 ２，２９０，１２０円

過年度分 ９，８８４，３００円

合 計 １２，１７４，４２０円

○社会福祉費（第二啓佑学園）

・Ｈ２２年度収入未済額

現年度分 １，０９７，２７４円

過年度分 ４２９，７４８円

合 計 １，５２７，０２２円

・Ｈ２１年度収入未済額

現年度分 ６４３，８７０円

過年度分 ０円

合 計 ６４３，８７０円

○児童福祉費（啓佑学園）

・Ｈ２２年度収入未済額

現年度分 ４２９，３２０円

過年度分 １，３２８，８５４円

合 計 １，７５８，１７４円

・Ｈ２１年度収入未済額

現年度分 ３０９，６４１円

過年度分 １，５０７，６０３円

合 計 １，８１７，２４４円

○雑入（扶養保険扶助費）

・Ｈ２２年度収入未済額

現年度分 ４０，０００円

過年度分 ２３０，０００円

合 計 ２７０，０００円

・Ｈ２１年度収入未済額

現年度分 ６０，０００円

過年度分 １７０，０００円

合 計 ２３０，０００円

（５）農林水産経営支援課

林業・木材産業改善資金貸付金償還金において，収入未済があったので，収納促進と適

切な債権管理を図られたい。

（内容）

・Ｈ２２年度収入未済額

現年度分 ４，８０４，０００円

過年度分 １２，３５４，０００円



合 計 １７，１５８，０００円

・Ｈ２１年度収入未済額

現年度分 ３，２４２，０００円

過年度分 １０，０５１，０００円

合 計 １３，２９３，０００円

（６）林業振興課

補助金等精算返還金（国産材産地体制整備事業補助金及び地域材ブランド化促進事業補

助金）において，収入未済があったので，収納促進と適切な債権管理を図られたい。

（内容）

・Ｈ２２年度収入未済額

現年度分 ０円

過年度分 ２７，２１４，８０４円

合 計 ２７，２１４，８０４円

・Ｈ２１年度収入未済額

現年度分 ２７，２１４，８０４円

過年度分 ０円

合 計 ２７，２１４，８０４円

（７）都市計画課

土地区画整理組合事業資金貸付金償還金に係る延滞金において，収入未済があったので，

収納促進と適切な債権管理を図られたい。

（内容）

・Ｈ２２年度収入未済額

現年度分 ０円

過年度分 ２３７，２２７，７０２円

合 計 ２３７，２２７，７０２円

・Ｈ２１年度収入未済額

現年度分 １９９，４５５，６１４円

過年度分 ３７，７７２，０８８円

合 計 ２３７，２２７，７０２円

（８）住宅課

県営住宅使用料，県営住宅駐車場使用料及び特定公共賃貸住宅使用料において，収入未

済があったので，収納促進と適切な債権管理を図られたい。

（内容）

○県営住宅使用料

・Ｈ２２年度収入未済額

現年度分 １１３，４４１，３９０円

過年度分 １９２，４８４，９１８円

合 計 ３０５，９２６，３０８円



・Ｈ２１年度収入未済額

現年度分 ９９，３１０，０３１円

過年度分 １６６，８９２，５８３円

合 計 ２６６，２０２，６１４円

○県営住宅駐車場使用料

・Ｈ２２年度収入未済額

現年度分 ９，６７１，０００円

過年度分 ９，４０２，０００円

合 計 １９，０７３，０００円

・Ｈ２１年度収入未済額

現年度分 ８，１４７，６００円

過年度分 ７，７６９，２６４円

合 計 １５，９１６，８６４円

○特定公共賃貸住宅使用料

・Ｈ２２年度収入未済額

現年度分 ２２７，５００円

過年度分 ７０５，１００円

合 計 ９３２，６００円

・Ｈ２１年度収入未済額

現年度分 ０円

過年度分 ７０５，１００円

合 計 ７０５，１００円

（９）警察本部

放置違反金及び放置違反金に係る延滞金において，収入未済があったので，収納促進と

適切な債権管理を図られたい。

（内容）

○放置違反金

・Ｈ２２年度収入未済額

現年度分 １１，００２，０００円

過年度分 ２６，８５３，１３５円

合 計 ３７，８５５，１３５円

・Ｈ２１年度収入未済額

現年度分 １２，７９９，０００円

過年度分 ２５，１８０，５３６円

合 計 ３７，９７９，５３６円

○放置違反金に係る延滞金

・Ｈ２２年度収入未済額

現年度分 ６８２，６９０円



過年度分 ９５１，１００円

合 計 １，６３３，７９０円

・Ｈ２１年度収入未済額

現年度分 ６３９，１００円

過年度分 ５２６，６００円

合 計 １，１６５，７００円

（10）障害福祉課

国庫補助金返還金において，納付が遅延したため，延滞金が発生したものが認められた

ので，今後再発しないように対策を講じられたい。

（内容）

・納付期限 平成２２年３月 ９日

・納付日 平成２２年３月２４日（１５日遅延）

・支払額 ７６５，７２０円

・延滞金 ３，４４５円

（ ）視覚支援学校11
教科書の購入手続等において，職員が不適切な事務処理を繰り返し行ったことが認めら

れたので，再発防止に向けて速やかに事務の改善を講じられたい。

（内容）

○教科書の購入手続において，職員が業者の請求書を偽造し，支払遅延となったもの。

・件数 １件

・金額 １，４２７，６３０円

○通院の実態がないのにもかかわらず，虚偽の病気休暇を申請し，不正に病気休暇を取

得していたもの。

・不正取得日数 １８日

○公印等の無断押印が行われていたもの。

・校長印，給料担当者印


